
ご入学おめでとうございます！ 

組合事務所閉所について 
●6月 2日(木)午後、月初定例書記局会議のため 

※ご不便をおかけいたしますが、ご理解とご協力

下さいます様何卒よろしくお願いいたします。 

 

一人で 100 筆集める“チャレンジャー”登録も

春の拡大月間(仲間増やし)始まりました！  
組合員を増やす取り組み、春の拡大月間が始まり

ました。新宿支部では 70 人の新しい仲間を迎える

ことが目標です。未加入の方をご紹介ください。 

今年度は、CCUS・アスベスト事前調査届出開始・

消費税インボイス制度対応などで、建設業界は大き

く変わります。組合にご相談ください。拡大月間を

成功させ、「若手が入職して希望を持って働き続け

られる明るい建設産業」を築きましょう。 

コロナ関連の相談や現場の情報なども組合へ 

新入学おめでとうございます！ 

 

 

8 月はお休みです 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

群会議の話題 
無料法律相談会 

申込みは組合まで℡０３（３３６２）２１６１ 

5 月 20 日（金）  ／  6 月 20 日（月） 

時間は 13：30～16：00（一コマ 30 分） 

時間は 13：30～16：00（一コマ 30 分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３話でご予約下さい。 

No393 号（2022 年 5 月 10 日）  東京土建新宿支部 

必見・必聴「インボイス制度」セミナー 
［日時］5月 20 日(金)19：00～ 

［場所］けんせつプラザ東京 5階（ZOOM 併用） 

［講師］長谷川元彦税理士（第一経理） 

手間請けの方を含めて売上 1千万未満の消費税

非課税業者やその取引先業者、建設業に大きな

悪影響が及びます。ぜひ、ご参加下さい。 

 

4 月から解体・改修工事の石綿事前調

査結果の届け出義務開始（電子報告） 
厚生労働省「石綿総合情報ポータルサイト」

https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/result-

reporting-system 

アスベスト事前調査結果を、労働基準監督

署と自治体への報告義務化が開始。原則、

PC・スマホで、石綿事前調査結果報告システ

ムからの電子申請です。石綿事前調査結果報

告システムを利用するためには、事前に「Ｇ

ビズＩＤ」を取得する必要があります。 

土建の「自転車保険」加入者のみなさんへ 
2022 年 7月 1日～2023 年 7月 1日午後 4時まで

の更新の時期になりました。☆現金扱いの方は 5

月 25 日（水）迄、支部口座へお振込みください。 

☆口座扱いの方は、自動更新で、6月 13 日（月）

に届出口座から引落しになります。（家族型：4,500

円 個人型：2,500 円） 

ロシア大使館宛ウクライナ侵攻抗議のハガキ要請 

21 世紀最大規模の人道に対する凄惨な侵略戦争

が長期化しています。武力によらない外交解決が

求められます。在日ロシア大使への抗議ハガキ(ひ

な形は東京土建本部 HP に掲載)や募金活動に取り

組んでいますので、（ユニセフ等を通じて届けて

いきます）可能な範囲でお願いします。 

 

労働保険(労災・雇用)年度更新受付 
☆事務委託をされている組合員・事業所で未

更新の方へ。※郵送のお手続きも可能です。 

☆時間帯はいずれも 10：00～15：00 です。 

5 月 10 日(火)・11 日(水)・12 日(木) 

予備日 5月 24 日（火）～25 日（水） 

本部事業所セミナー 
［日時］6月 28 日(火)19：00～20：30 

［場所］けんせつプラザ東京 5階（ZOOM 併用） 

［テーマ］「働き方改革へ対応せまる」基礎編 

［講師］高田聡史 社会保険労務士 

建設業でも労働時間管理、就業規則・36 協定の

届け出など各種手続き等、労基法遵守が求めら

れています。☆東京土建では、良好な労使関係

(事業主・労働者)づくりをめざし、双方の相談

を受け付けております。 

コロナのご相談は組合へ！ 
コロナの影響で、困っている組合員の個別相談

に公的制度の最新情勢などを踏まえ、手続きのお

手伝いなど相談対応実施中です。 

事業復活支援金（経済産業省） 

法人は 250 万円(年間売上 5億円以上)～100 万円

(年間売上 1億円未満) 1 回の支給 

個人事業は最大 50 万円(減少 50％以上) 

※売上減少が 30％以上～50％未満も支給対象。 

 

https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/result-reporting-system
https://www.ishiwata.mhlw.go.jp/result-reporting-system

